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スノーリゾート戦略的誘客促進事業補助金 

【申請要領】 

 

 
 

【受付期間】 

令和２年 10 月 22 日（木）から同年 11月 13 日（金）必着 

※予算額を超える申請があった場合は、全ての申請案件を審査した上で、

交付決定する案件の金額を予算の範囲内になるよう調整します。 

 

【受付方法】 

 

１ 申請書類の提出について 

申請書類を以下の宛先に簡易書留などの郵便物の追跡ができる方法で

郵送していただきますようお願いします。 
 

（宛先） 〒３８０－８５７０（住所記載不要） 

長野市大字南長野字幅下 692-2 

長野県庁観光部観光誘客課 

「スノーリゾート戦略的誘客促進事業担当」宛 
 

※持参、ＦＡＸ及びメール等による申請は受付しておりません。 

２ 申請書類の入手方法について 

申請に必要な書類は、長野県庁の以下のホームページからダウンロードして

いただけます。 

（ＵＲＬ）https://www.pref.nagano.lg.jp/kankoshin/senryaku.html 
 

 

【お問合わせ先】 

スノーリゾート戦略的誘客促進事業担当 

電 話：０２６－２３５－７２５４ 

メール：kankoshin@pref.nagano.lg.jp 

※電話での受付は平日 9 時から 17 時までです。 

※問い合わせが混み合う場合もありますので、その場合はお手数ですが、

メールでお問い合わせいただきますようお願いします。 

https://www.pref.nagano.lg.jp/kankoshin/senryaku.html
mailto:kankoshin@pref.nagano.lg.jp
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スノーリゾート戦略的誘客促進事業補助金（以下「補助金」という。）の募集を行い

ますので、交付を希望される方は下記に基づき申請してください。 

 

 １ 制度の目的 

本補助金は、県内事業者等がスノーリゾート（※）への誘客に戦略的に取り組む事業に

必要な費用の一部を支援し、スノーリゾートの振興を図ることを目的にしています。 

  ※ 「スノーリゾート」とは、スキーやスノーボードなどスノースポーツを楽しむ場としてのスキー場に加え

て、スキー場での雪遊びやスキー場外の雪道の散策、スキー場周辺の街なかなどで食事やショッピング等

を楽しむためのリゾートのことをいいます。 

 

 ２ 補助対象者 

補助金の交付対象となる者は、長野県内に事業所を有する次の要件をいずれも満たす事業

者又はこれらの者が構成するグループとします。 

（１）次のいずれかに該当する事業者であること。 

ア 索道事業者（※） 

イ 観光地域づくり法人（登録ＤＭＯ）又は観光地域づくり候補法人（候補ＤＭＯ） 

ウ 観光協会又は観光連盟 

エ 全県にわたりスノースポーツの普及に取り組む団体 

オ その他観光振興を主たる目的とする団体 

（２） 自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当する者であってはならないこと。

また、次に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人で

あってはならないこと。  

ア 暴力団（長野県暴力団排除条例（平成 23 年長野県条例第 21 号）第２条第１号に規

定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第 14 条に規定する暴力団

員等をいう。以下同じ。）  

イ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的

をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者  

ウ 暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は

積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者  

エ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者  

オ 暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれらを利用している者  

（３） 本補助金の交付決定を再度受けようとする者でないこと。 

（４） グループによる申請の場合には、連携する全ての事業者が事業に関与すること。 

  ※ 鉄道事業法（昭和 61 年法律第 92 号）第 34 条の２第１項に規定する索道事業者で、冬期（４

月、５月及び 11 月から翌年の３月まで期間をいう。）に旅客の運送を行うもの（その者に委託

等を受けて索道施設を管理する者を含む。）をいいます。 

 

 ３ 重要説明事項 

（１）本事業は、新しい生活様式を踏まえた内容であることが求められます。 

（２）予算額を超える申請があった場合は、全ての申請案件を審査した上で、交付決定する

案件の金額を予算の範囲内になるよう調整します。 
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（３）「補助金交付決定通知書」の受領後に事業を行うことが原則となります。ただし、令和２

年５月14日以降で交付決定の前に発注、購入、契約等を実施した経費についても、適正

と認め られる場合には、さかのぼって補助金の対象とすることができます。 

（４）補助事業の内容及び経費等を変更する際には事前の承認が必要です。 

（５）補助金交付決定を受けても、定められた期日までに実績報告書等の提出がないと、補

助金は受け取れません。 

（６）実際に受け取る補助金は「補助金交付決定通知書」により交付することを決定した金

額より少なくなる場合があります。 

実績報告書等の確認時に、支出内容に補助対象外の経費が計上されていることが判明

した場合には、当該支出を除いて補助対象経費を算出するよう県から連絡します。 

（７）補助事業関係書類は事業終了後５年間保存しなければなりません。 

補助事業者は、補助事業に関係する帳簿及び証拠書類を補助事業の完了の日の属する

年度の終了後５年間、県や国の補助金等の執行を監督する会計検査院からの求めがあっ

た際に、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかなければなりません。 

（８）他の公的機関が助成する他の制度と経費が重複する事業は補助対象となりません。 

同一の内容について、国、県、市町村が助成する他の制度（補助金、委託費等）と経費

が重複する事業は補助対象事業となりません。 

（９）経費支出書類の提出 

補助金の交付には、透明性、客観性、適切な経理処理が要求されます。見積、発注、納品、

検収、請求、支払等の手続を確実に行い、適切な経理処理の証拠となる書類を整理のうえで

提出する必要があります。会計責任者を明確にするなど、経理処理が適切に行われるようお

願いします。 

また、実績報告の際には、県の求める証拠書類の確認のため、購入した物品等の写真

や成果物等を残しておいてください。 

（10）専用口座の開設 

本事業のために形成されたグループの専用口座がないときは、専用の口座を開設して

いただくなど、本事業と他の経費が明確に区別できるようにお願いします。 

（11）その他 

申請・補助事業者は、本申請要領、交付要綱やウェブサイト等の案内に記載のない細

部については、観光誘客課からの指示に従うものとします。 

 ４ 補助率等 

本事業の補助率等は以下のとおりです。 

補助率 ２／３以内 

補助限度額 

単独申請 
200 万円（複数テーマ（※）に取り組む場合は 300 万

円） 

グループ申請 

200 万円（複数テーマに取り組む場合は 300 万円）×グ

ループの構成事業者の数を乗じた金額とする。ただし、

1,000 万円（複数テーマに取り組む場合は 1,500 万円）

を限度とする。 

※ 「テーマ」とは、補助事業計画書に定めるテーマをいいます。以下同じです。 
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① 販売促進費 

テーマの広報に必要なポスター・チラシ等を作成するため及び広報媒体等を活用するため

に支払われる経費 

 

５ 補助対象経費 

（１）補助対象となる経費は、次の①～③の条件を全て満たす必要があります。 

① テーマに沿った長野県内のスノーリゾートへの誘客に必要なものと明確に特定できる経費 

② 交付決定日以降に発生し、令和３年３月 28日までに実施する事業に係る経費 

（ただし、令和２年５月 14 日以降で交付決定の前に発注、購入、契約等を実施した経

費についても、適正と認められる場合には、遡及して補助金の対象とすることができます。） 

③ 証拠資料等によって支払金額が確認できる経費 

（２）補助対象経費の支払方法について 

補助対象経費の支払方法は銀行振込が原則です。補助金執行の適正性確保のため、現

金決済のみの取引（代金引換限定のサービス等）を除き、１取引 10 万円超（税抜き）の

支払は、現金支払いは認められません。ただし、やむを得ず現金払いをしなければなら

ない場合には、請求書や領収書等を整備し適切な経理処理をお願いします。（なお、令

和２年５月 14 日以降、申請受付の開始日までの期間に１取引 10 万円超（税抜き）の現金

支払いを行っている等の場合は県までご相談ください。） 

自社振出・他社振出にかかわらず、小切手・手形による支払いは不可です。 

（３）電子商取引について 

インターネット広告の配信等において電子商取引を行う場合でも、上記(1)③のとおり

「証拠資料等によって金額が確認できる経費」のみが対象となります。 

取引相手先によく確認し、見積、発注、納品、検収、請求、支払等適切な経理処理の証拠と

なる書類を整理・保存・提出ができることを把握してから取引をしてください。 

実際に経費支出を行っていたとしても、取引相手先の都合等により、発注した日が確

認できる資料を提出できない、補助対象経費として計上する取引分の請求額が判明する

書類が提出できない、広告が確認できるインターネット画面が取得できない等の場合に

は、補助対象にできません。 

（４）各費目の説明について 

補助対象となる経費は次の①から③に掲げる経費であり、これ以外の経費は原則本事

業の補助対象外となりますが、対象経費に該当するかどうか不明な場合は観光誘客課に

ご相談ください。 

・テーマの広報を目的としたものが補助対象であり、単なる会社のＰＲや営業活動に活用

される広報費は、補助対象となりません。 

・チラシ等配布物の購入については、補助事業期間中に実際に配布又は使用した数量分の

みが補助対象経費となります。 

・補助事業期間中の広報活動に係る経費のみ補助対象にできます。（補助事業期間中に経

費支出をしていても、実際に広報がなされる（情報が伝達され消費者等に認知される） 

のが補助事業期間終了後となる場合には補助対象となりません。） 

【対象となる経費例】 

ウェブサイト作成や更新、チラシ・ＤＭ・カタログ・看板・ＰＯＰ・のぼりの外注や発送、新

聞・雑誌・インターネット広告、販促品（テーマの宣伝広告が掲載されている場合のみ）、

優待リフト券の割引原資（補助事業期間中に使用されたもの）、イベント出展費、イベン

ト会場への移動等に要する経費などのプロモーション経費 
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③ ツアー実施費 

② イベント開催費用 

【対象とならない経費例】 

チラシ等で掲載媒体に事業者が確認できないもの、WEB 広告で画面のハードコピーが提

出できないもの、販促品（テーマの宣伝広告の掲載がない場合）、優待リフト券の割引原資

（補助事業期間以外に使用されたもの）、テーマの宣伝広告を目的としない会社案内パンフ

レットの作成・求人広告（単なる会社の営業活動に活用されるものとして対象外）、文房具

等の事務用品等の消耗品代（販促品・チラシ・ＤＭを自社で内製する等の場合でも、ペン類、

クリアファイル、用紙代・インク代・封筒等の購入は対象外です。）、金券・商品券、チ

ラシ等配布物のうち未配布・未使用分、補助事業期間外の広告の掲載や配布物の配布、

ウェブサイトのＳＥＯ対策等で効果や作業内容が不明確なもの 

 
・テーマに関するイベント等の企画や実施に要する経費、ＰＲに要する経費 

【対象となる経費例】 

・イベント運営費用、会場設営にかかる費用 

・広報活動に係る費用（オンラインでのイベント実施にかかるシステム構築費） 

・イベントで提供する食事の食材費 

・新型コロナウイルス対策費用（消毒用のアルコール等の消耗品） 等 

【対象とならない経費】 

・新型コロナウイルス対策費用（アクリル板等の継続的に使用が可能な備品） 

 

 ・テーマに関するツアーの企画や実施に要する経費、ＰＲに要する経費 

【対象となる経費例】 

・貸切バス等料金、ガイド・案内料金、施設使用料等のツアー実施にかかる費用、旅行商品

企画費、通信費、輸送費 

・新型コロナウイルス対策費用（消毒用のアルコール等の消耗品）等 

【対象とならない経費】 

・新型コロナウイルス対策費用（アクリル板等の継続的に使用が可能な備品） 

（５）上記（４）の①から③に掲げる各費目に係る経費以外は、原則として補助対象となり

ません（例１）。また、上記①から③に掲げる経費においても例２に該当する場合は原

則として対象となりません。 

（例１） 

・販売や有償レンタルを目的とした製品、商品等の生産・調達に係る経費 

・オークション品の購入（インターネットオークションやフリマサイトを含む。） 

・駐車場代や事務所等に係る家賃、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費 

・電話代、インターネット利用料金等の通信費、サーバー等の維持管理費 

・消耗品代（例えば、名刺のほか、ペン類、インクカートリッジ、用紙、はさみ、テープ類、

クリアファイル、無地封筒、OPP・CPP 袋、CD・DVD、USB メモリ・SD カード、電池、段ボ

ール、梱包材、事務用品などの購入が補助対象外。） 

・雑誌購読料、新聞代、団体等の会費 

・茶菓、飲食、奢侈、娯楽、接待の費用 
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・補助事業の目的に合致しないもの 

・必要な経理書類を用意できないもの 

・交付決定前に発注、購入、契約等を実施したもの 

【ただし、令和２年５月14日以降で交付決定の前に発注、購入、契約等を実施した経費

について も、適正と認められる場合には、さかのぼって補助金の対象とすることができ

ます。】 

令和２年10月22日（木曜日）から令和２年11月13日（金曜日）必着 

・不動産（土地、建物等）の購入・取得費、駐車場整備・舗装等の費用、自動車等車両の車検

費用 

・税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用及び訴訟等のため

の弁護士費用 

・金融機関などへの振込手数料（ただし発注先が負担する場合は補助対象とする）、代引

手数料、インターネットバンキング利用料、インターネットショッピング決済手数料等 

・公租公課（消費税・地方消費税は補助対象外。） 

・各種保証・保険料 

・借入金などの支払利息及び遅延損害金、特許等の取得、登録費 

・講習会、勉強会、セミナー研修等参加費や受講費等 

・商品券、金券の購入、仮想通貨・クーポン・（クレジットカード会社等から付与された） ポ

イント・金券・商品券（消費税増税に伴い発行されるプレミアム付き商品券を含む） で

の支払い、自社振出・他社振出に関わらず小切手・手形での支払い 

・役員報酬、直接人件費 

・各種キャンセルに係る取引手数料等 

・補助金申請書類・実績報告書等の作成・送付・手続きに係る費用 

・上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 

 

（例２） 

 

（６）その他、補助対象経費全般にわたる留意事項 

・補助事業を行うに当たっては、当該事業について区分経理を行ってください。補助対象

経費は当該事業に使用したものとして明確に区分できるもので、かつ証拠書類によって

金額等が確認できるもののみとなります。 

・補助事業における発注先（委託先）の選定にあたっては、原則１件あたり税抜 30 万円超を

要するものについては、２社以上から見積をとり、より安価な発注先（委託先）を選んでくだ

さい。ただし、発注（委託）する事業内容の性質上、見積をとることが困難な場合は、該当

企業等を随意契約の対象とする理由書を実績報告時にご提出ください。なお、これによりがた

い場合は観光誘客課に相談してください。 
 

 ６ 申請手続 

（１） 受付期間 

※交付決定は受付期間終了後、概ね１か月後をめどに通知します。 

（２）問合せ窓口 

本補助金に係る相談は下記にて受け付けます。電話又は E-mail にてお問い合わせください。 

 

 

 

 

開所日：月曜日から金曜日 9：00～17：00（土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

名 称 住 所 電 話 e-mail 

 

観光部観光誘客課 
〒380-8570 

長野市大字南長野字幅下 692-2 

 

026-235-7254 
 

kankoshin@pref.nagano.lg.jp 

 

 

 

mailto:kankoshin@pref.nagano.lg.jp
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（３）提出方法 

上記窓口に簡易書留などの郵便物の追跡ができる方法で郵送してください。 

（申請書類の提出を予定される場合は、あらかじめご相談ください。） 

 

（４）提出書類及び提出の流れ 

申請書類等の返却はいたしませんので、コピーを取るなど、控えを１部保管してください。

なお、必要に応じて追加資料の提出及び説明を求めることがあります。 
 

 

 

１）交付申請書等の提出 

補助金の交付申請を行う場合は、受付期間内に以下の書類を作成し、観光誘客課へ

提出してください。 

 
申請書類をもとに県において審査を行い、適当と認めたときは補助金額の交付決定

の通知を送付します。 

※予算額を超える申請があった場合は、全ての申請案件を審査した上で、交付決定する

案件の金額を予算の範囲内になるよう調整します。 

※積算根拠書類は、対象経費明細表の経費区分ごとの積算根拠書類番号で整理し、右肩

に積算根拠書類番号を付してください。（８ページの書類の整理例を参考にしてくだ

さい） 

※補助金の交付決定後に補助事業を中止・変更する場合は、その旨の承認申請が必要です

ので、必ず観光誘客課へご相談ください。 

※事業の変更及び中止をする場合は「変更承認申請書（様式第２号）」、「事業中止 

（廃止）承認申請書（様式第３号）」それぞれの提出が必要です。 

 

 

 

 

 

ア 交付申請書（様式第１号） 

イ 補助事業計画書（様式１－１） 

ウ 対象経費明細表（様式１－２） 

エ 積算根拠書類（見積書等） 

オ その他知事が必要と認める書類 

申請者 

 

事業者 

又は 

事業者グループ 
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ア 概算払請求書（様式第７号） 

イ 取得財産管理台帳の写し（該当がある場合に限る。） 

ウ 支出関係書類（領収書・請求書等の写し） 

２）実績報告書の提出 

補助事業を終了した後、下記の書類について観光誘客課へ提出してください。県にお
いて審査を行い、補助金額の確定を行い通知します。 

【実績報告提出締切日】令和３年３月 31日（水）（当日必着） 

※補助金交付決定を受けても、定められた期日までに実績報告書等の提出がないと、補助
金は受け取れません。事業を完了した後 15 日を経過する日又は令和３年３月 31 日（水）
のいずれか早い日までに実施事業内容及び経費内容を取りまとめ、提出しなければな
りません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 支出証拠書類は、対象経費明細表の経費区分ごとの支出証拠書類番号で整理し、右
肩に支出証拠書類番号を付してください。 

（書類の整理例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）概算払請求書の提出 

県に概算払請求書を提出すること「概算払い」を受けることができます。 
概算払いについては、補助対象事業の一部を完了した場合に完了した部分の経費（出来高）

を対象とします。ただし、概算払いを請求できる回数は２回までとし、概算払いの合計額の
上限は交付決定額の９割までとします。 

出来高を確認できる書類や領収書・請求書などの支出関係書類を添付してください。 

 

ア 実績報告書（様式第５号） 

イ 補助事業実績書（様式５－１） 

ウ 対象経費明細書（様式５－２） 

エ 支出証拠書類 
※ 支出証拠書類については、支払いの明細がわかるものと支払いを証する
書類を組み合わせて添付してください。 
 支出証拠書類の例は、次のとおりです。 
・見積書等の写し 

・発注・契約を確認できる書類の写し 

・完了・検収・納品を確認できる書類の写し 
・請求書等の写し 

・支払を証する書類（領収書等）の写し 

・その他支出内容が分かる資料（写真、成果品等） 

オ その他知事が必要と認める書類 

整理に当たっての留意事項 

○支出を証明する書類の原本は事業者が保管
し、コピー等を提出してください。 

○用紙サイズはＡ４で統一してください。 

※領収書等、Ａ４でない支出証明書類はＡ４

の紙にコピーして提出してください。 

○ 支出証拠書類番号ごとにひとまとめにして

バラバラにならないようクリップ（ホチキ

スは並べ変えが困難なので使わない）でと

めてください。 

○書類の枚数が多い場合には、適宜、クリア

ファイル等で経費ごとに証明書類を整理し

てください。（その際はクリップ不要） 

①-

１ 

振
込
の
控
え 

 
支出証拠書類N0. 

販売促進費①－１ 
①-

１ 

見
積
書 

①-

１ 

発
注
書 

①-

１ 

納
品
書 

①-

１ 

請
求
書 

①-

１ 

写
真
等 

①－1 

インデックスを付して 

ください。 

①-

１ 

振
込
の
控
え 

- 
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補助金交付請求書（様式第６号） 

４）交付請求書の提出 

補助金額の確定通知を受け取った後、下記の書類を観光誘客課へ提出してください。 

必要事項が適切に記載された書類を受領後、概ね１か月後をめどに記載された口座に

後日補助金が振り込まれます。 

 ７ 申請内容の審査 

（１）審査方法 

事業者から提出された交付申請書類をもとに、県において以下の観点で書類審査を行

います。 

１）必要な資料が全て提出されていること。 

２）補助事業者及び補助対象経費の要件に合致していること。 

３）テーマを選定した背景、ストーリー性、話題性、新規性、事業効果について、でき

る限り具体的・定量的・客観的データに基づいた記載がなされていること。 

４）事業効果の程度 

（２）審査結果の通知 

申請者全員に対して結果を通知します。 

 

 ８ 補助事業期間 

令和３年３月 28 日（水）が補助事業の実施期限となります。交付決定の日から実施期限ま

での間で、事業期間（事業着手日（初めて発注、購入、契約等を実施した日）及び事業完了

日）を設定してください。なお、令和２年５月 14 日から交付決定の日の前日までの間に発

注、購入、契約等を実施した場合は、事業着手日を当該発注、購入、契約等が行われた日

としてください。 

事業を完了した後 15 日を経過する日又は令和３年３月 31 日（水）のいずれか早い日まで

に実施事業内容及び経費内容を取りまとめ、実績報告書等を提出しなければなりません。 

 

９ 事業者の義務 

（１）交付決定 

・事業者は、補助金の交付に係る必要な手続を行わなければなりません。 

・事業を実施する際には、客観的にその実績が確認できるように写真などの記録をとる

ようにしてください。 

・交付決定時点で対象外経費の計上等の不備が発見された場合には、申請書類の訂正・

再提出を求めます。 

・また、交付決定を受けても実績報告時に対象外経費の計上が発見された場合には、当

該支出を除いて補助対象経費を算出するよう、県から求められます。 

（２）補助事業計画の内容や経費の配分の変更等 

・交付決定を受けた後、補助事業の経費の配分や内容を変更しようとする場合（次に掲

げる場合を除きます。）又は補助事業を中止（一時中断）、廃止（実施取りやめ）や他に

承継させようとする場合は、事前に県の承認を得なければなりません。 

ア 補助対象経費の区分毎に 20パーセント以内の金額の変更である場合 

イ 補助事業の目的に変更をもたらすものでない、事業計画の細部の変更である場合 
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（３）補助金の交付 

・補助事業を完了したとき又は中止、廃止の承認を受けたときは、実績報告書を提出し

なければなりません。補助金の交付については、実施した事業内容の審査と経費 内容

の確認等により交付すべき補助金の額を確定した後の精算払いが原則となります。 

・概算払いについては、補助対象事業の一部を完了した場合に完了した部分の経費（出

来高）を対象とします。ただし、概算払いを請求できる回数は２回までとし、概算払

いの合計額の上限は交付決定額の９割までとします。 

（４）補助対象事業の経理 

・補助事業に係る経理について、帳簿や支出の根拠となる証拠書類については、補助事

業完了後、当該年度の終了後５年間保存しなければなりません。 

 

10 その他 

（１）補助事業の進捗状況確認のため、県が実地検査に入ることがあります。また、補助事

業完了後、補助金使用経費に係る帳簿類の検査に入ることがあります。 

（２）原則として、補助事業完了後の補助金額確定に当たり、補助対象物件や帳簿類の確認

ができない場合については、当該物件に係る金額は補助対象外となります。 

（３）補助事業完了後、会計検査院が実地検査に入ることがあります。この検査により補助

金の返還命令等の指示がなされた場合には、これに従わなければなりません。また、

不正等の事実が確認された場合にも同様です。 


